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は　じ　め　に
　中国のエネルギー問題も、北東アジア研究の重要な一分野となる。
　エネルギーが国民生活の安定向上並びに国民経済の維持及び発展に不可欠なものである。
中国において、１９８０年代以降の高度経済成長に伴いエネルギーの需要も増加してきた。特
に、石油需要増大が目立つ。石油消費が増加し続ける一方、国内での生産が減少してきた
ため、石油需給ギャップが拡大している。よって、中国ファクターによる国際エネルギー
市場及び北東アジア地域へのインパクトが国際的に懸念されている。また、世界的な原油
価格の高騰の要因の一つとして、中国におけるエネルギー消費拡大の影響も挙げられてい
る１。さらに、エネルギー消費増大に伴う課題としては環境問題もある。つまり、国際エネ
ルギー市場競争が激化する中、中国のエネルギー問題は、ますます注目されている。
　本稿は、中国におけるエネルギー需給の現状を考察し、省エネルギー、エネルギーに関
する循環経済、世界エネルギー中心の移動による北東アジアが変容する可能性などの研究
課題を明らかにしたい。
　１ ．エネルギー需給に関する現状
（１）増大するエネルギー消費
　中国経済は、１９７８年の改革開放以来、年平均７％を越える経済成長を続けてきた。GDP
は、１９７８年には３，６４５億元であったが、２００５年には１８兆３，０９８億元（１００円≒６．５元）に達し、
５０倍増加した。中国全体の国民の１人当たり GDP平均額も大幅に増加してきた。経済成
長率は、１９９０年前半において年率１０％を上回り、後半でも７～８％前後を維持し、２００５年
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の成長率は９．９％に達した。高度経済成長に伴いエネルギー消費も増大を続けた結果、い
まや中国は米に次ぐ世界第二のエネルギー消費大国となっている。中国の一次エネルギー
消費は、１９７８年に５７，１４４万トン（標準炭換算、以下同じ）であったが、２００５年には２２３，３７９
万トンとなり、伸び率は年平均５．２％で約３．９倍に増加した。一方、一次エネルギー生産は、
１９７８年に６２，２７０万トン、２００５年には２０６，０６８万トンとなり、年増加平均で４．５％にすぎない２。
　中国の経済成長と増大するエネルギー消費に対して、海外から中国ファクターによる国
際エネルギー市場へのインパクトが懸念され始めた。中国のエネルギー需給、及び国際エ
ネルギー市場からの調達量について様々な予測が出され、世界のエネルギー需給における
「中国脅威論」も言われてきた。確かに、従来は、中長期的にも中国の経済成長が続くと
信じ、しかもそれを前提にした予測が出されてきた。仮に国際エネルギー市場で調達する
場合、世界の需給バランスを崩して、価格に影響し、原油不足を招くことが懸念されるよ
うになった。中国のエネルギー需給関係が将来どうなるかは、中国内外でのホットトピッ
クスになり、様々な研究予測が行われた。例えば、国際エネルギー機関 IEA（２００１）の予
測によれば、２０２０年のGDPは５％ほどと想定され、エネルギー需給は石油換算で１億９４０
万トンにまで拡大すると予測されていた。
　ところが、中国の一人当たりエネルギー消費量は、世界平均水準を大きく下回り、約１
トン（標準石炭換算）であり、米国の十分の一、日本の五分の一しかない。こうした数値
を、積極的な（あるいは楽観的な）意味でとれば、これまでの先進工業国のようなエネル
ギー多消費型の経済成長を避け、過大なエネルギー消費に依存しない経済発展の可能性が
中国には潜んでいる、ということを意味している。ただし、悲観的な意味でとれば、今後、
中国のエネルギー消費の潜在的な拡大余地が、いかに膨大であるかを窺わせる数値である
と言うことができる。
（２）産業構造にかかわる課題
　経済成長とエネルギー消費の関係を見る場合、マクロ的に最も広く利用される指標にエ
ネルギー消費のGDP（またはGNP）弾性値（Energy Elasticity）とエネルギー消費のGDP
原単位（Basic Unit for Energy）がある。エネルギー消費のGDP弾性値（エネルギー弾性
値）は、経済の成長率とエネルギー消費の増加率の比のことで、エネルギー利用効率の変
化をみるために使用される。先進国の歴史的なエネルギー弾性値をプロットすると、発展
の初期から中期にかけて上昇し、その後弾性値が低下する傾向がみられる。この事実はエ
ネルギー中心の重工業化が初期から中期にかけての経済発展の原動力となったのに比べ、
中期以降は産業の高度化と省エネ努力、並びにサービス業の発展によって、エネルギー弾
性値の低下をもたらしたものと考えられる。例えば、日本のエネルギー消費弾性値は、今
現在０．４７程度である。中国のエネルギー消費弾性値は、１９９０年前半、エネルギー節約な軽
工業高成長を実現したことから、０．５前後を続けた。また、１９９０年後半には、採算の悪い
非効率なエネルギー供給源の整理が行われたからマイナスに転じた。しかし、その後、景
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気の回復とともにエネルギー消費弾性値は、上昇し、２００２年以降１を上回って、２００４年に
は、１．６０に達した３。
　一方、エネルギー消費の GDP原単位は、一般に、省エネルギーの進捗状況をみる指標
として使用される。その値は低いほどエネルギー効率がよい。それを減少させることはマ
クロベースの省エネとなり、しばしばマクロの省エネ目標となる。図１は GDPあたり一
次エネルギー消費原単位を示したものである。中国の原単位の高さが目立っている。それ
は何が原因なのであろうか。原単位の改善はできるか、またどの程度の改善ができるかと
いった問題を解明するのが重要な意味をもつ。
　中国のエネルギー消費は、産業構造とエネルギー源の構成に関係がある。世界の一次エ
ネルギーの消費構成は、石油が４０％と主力の位置にあり、石炭が２５％程度である。これに
対し中国のエネルギー消費構成は、２００５年に石油が２１．０％、石炭が６８．９％の消費割合であ
り、まだ石炭主体の消費構造を持つ国である。中国のエネルギー消費の主役は、第二次産
業である（表１）。
 
（３）伸び悩む石油生産と拡大する石油輸入
　過去において、自給自足のエネルギー政策の下で、１９６０年代から大規模な探査や開発活
表１　中国、日本、米国における産業の構造（各産業の GDPに占める比重　％）
米　国日　本中　　　　国
１９９５年１９９５年２００５年２０００年１９９５年
　２　２１２．６１６．４２０．５第一次産業
２６３８４７．５５０．２４８．８第二次産業
７２６０３９．９３３．４３０．７第三次産業
出所：『中国統計年鑑（２００６年）』等
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図１　エネルギー消費原単位の国際比較（石油換算単位トン／ GDP百万 USドル）
出所：『エネルギー・経済統計要覧』などにより作成
動が行われ、大慶油田、勝利油田のような優良油田が発見され原油生産も増加し、石油自
足が達成された。しかし、１９９０年代に入って以来、東部地区である主力油田（大慶油田、
勝利油田）は、長年にわたる生産で、開発後期の高含水の段階に入っており、横這いない
し減産状態にある。また、新疆油田など西部地区の油田の増産は進んでいない。国内石油
の生産は、東部油田の減産と新興油田の増産が相殺している状態になっている。石油生産
は、国内石油資源の制約により大きいさい左右され（表２）、１９９０年１３，８３０万トン（標準炭
換算）で、１９９０年代後半から増加したものの、２００５年には１８，１３５万トンであった。１９９０年
から２００５年までの年伸び率は、１．８％にすぎなかった。
 
　一方、中国エネルギー消費の増大に伴い、エネルギー消費構造には大きな変化が起こっ
ている。石油の消費は増加傾向にある。石油消費は、１９９０年に１６．６％であったエネルギー
に占める割合が２００１年に２１．６％まで上昇した。石油の消費量は、１９８８年で１億トンを突破
し、１９９９年には２億トンの大台に乗り、２００５年には３．２億トンまで増加した。石油消費の伸
び率は、８０年代が２．３％のペースで伸び、９０年代が７．６％のペースで伸びていた。１９９０年代
に入って中国経済の急速な発展に伴う石油需要の増大により、石油消費は１９９０年から２００５
年まで年平均７．２％程度増加してきたが、この期間の国内原油生産の全体での伸び率を上
回り、増大する石油需要に国内原油生産が追いつかない状況になっている（図２）。
表２　中国のエネルギー資源（２０００年末）
世界シュア（％）確認埋蔵量
２．３２４０石油（億バレル）
０．９１．３７ガス（兆立米）
１１．６１１，４５０石炭（百万トン）
出所：BP Statistical Review of World Energy ２００１
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図２　中国石油消費と石油生産の推移　単位：万トン（標準炭換算）
出所：『中国統計年鑑』各版により作成
　石油消費増加の背景としては、①改革開放政策による国民の所得水準の上昇は耐久消費
財・日用品に対する消費需要の急増をもたらし、企業によるこれら消費財への投資は一気
に拡大された（工業用消費の増加）。②モータリゼーションの進展、とりわけ農用車の増
加が著しい（交通用の増加）などが挙げられる。
　こうした需給ギャップを埋めるためにとられる対策としては、海外からの原油あるいは
石油製品の輸入である。中国はすでに９０年代後半からこのような石油の輸入拡大に動いて
いる。１９９３年に石油輸入国に転じ、１９９６年には原油輸入国になった。２００５年の国内石油消
費量の３分１を海外から輸入した。今後の中国の原油生産量の大幅な増加は今のところ期
待できないので、原油の需給アンバランスはますます大きくなり、輸入原油が中国の原油
総消費量に占める割合も拡大を続けることが予想される。しかも、現在世界の石油確認埋
蔵量の３分の２以上を保有する地域が中東であることから、中東依存度は上昇することが
懸念される。今後も石油価格が高い水準で推移すると予想され、経済への影響に対する懸
念が高まっている。表３のように、米国エネルギー省（DOE/EIA）、OECD/IEA、APEC　
は、こぞって、２０００年以降、中国石油の輸入量が急増すると予測している。しかし、これ
らの予測は、中国の持続的な高度経済成長を前提としている。後で分析するように、中国
のエネルギー構造の転換を考慮すれば、石油需要量は表３で示した予測数値と比べると、
下回る可能性が十分あると考えられる。
 
（４）主要エネルギー源である石炭の生産と消費の課題
　各国のエネルギー消費の構成比は、国情の反映としてかなり異なっている。中国のエネ
ルギー消費は、国内エネルギー資源賦存事情を反映して石炭に大きく依存している（表２）。
２００５年現在、中国の石炭生産量と消費量はエネルギー生産総量（標準炭換算２０６，０６８万ト
ン）と消費総量（標準炭換算２２３，３１９万トン）の各 ７々６．１％と６８．９％を占めた。中国は世界
表３　中国における石油輸入量の予測　　単位：万 B/D
２０２０年２０１０年２０００年１９９５年実績
３５０３６０３４０３１０国内生産DOE/EIA
１，１２０　７００４４０３３０需　　要
－７７０　－３４０　－１００　－２０　輸　　入
２００３２０３００国内生産IEA
１，０２０　７１０３２０需　　要
－８２０　－３９０　輸　　入
３７３３２６２８４国内生産APERC
６５３４１５３００需　　要
－２８０　－９０　－１６　輸　　入
出所：FRI研究レポート No. ５４ June １９９９ 「崩れる中国のエネルギー需給逼迫シナリオ」
　　　金　堅敏
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で最大の石炭生産国であり、最大の消費国でもある。図３は、中国における１９８０年から石
炭の生産と消費の推移である。石炭産業合理化政策の下で、１９９０年代半ば石炭消費の増加
と生産が低く抑えられたが、２０００年以降、経済発展に伴う石炭多消費産業の生産量が大幅
に増加し、石炭の需給関係は急激にタイトになって来ている。また、中国の石炭資源は北
部の内陸地帯に集中しているため、消費地の沿海部までの輸送が大きな問題となっている。
例えば、山西省は、生産量全体の４分１以上と圧倒的な位置を占めている。
　石炭消費が内需の増大に大きく左右され、石炭輸出も行う一方で、沿海部の石炭需要に
対応するために、中国は２００３年には１，１１０万トンの石炭を輸入するに至った。こうした中
国の石炭動向に注目すべきと指摘があり４、石炭消費の増加により石炭の海外からの輸入は
今後も増加すると予想された。特に、中国南部の沿海地域では国内の産炭地から遠く、イ
ンドネシアやオーストラリア等海外の輸出基地に比較的近いため、今後、輸入炭の使用が
増加するものと予想された。内需の増大に対応し、国家発展改革委員会は生産能力の拡大
と石炭産業の構造改革を目指して大型石炭生産基地の建設を進めており、また、２００３年か
ら資源探査への投資も増やして石炭資源確保に動き出し始めた５。
　経済成長するに従い、電力需要は大きく伸びている。中国の発電構成は全体の８割を占
める火力が中心であり、そのほとんどが石炭を燃料としている。また、石炭火力による発
電が石炭消費の約５割を占めた（２００３年現在）。一次エネルギーにおける石炭への依存率は、
１９９０年の７６．２％から２００１年の６５．３％まで減少していたが、電力需要が相当伸びているので
再び上昇し、２００５年に６７．７％に達した。石炭の需要増に対し、石炭の生産量が増え、炭坑
の爆発事故も頻繁に起こっている。
　豊富な石炭資源は中国にとってエネルギー供給の最大の保障であるが、エネルギー消費
効率及び環境対策が今後の大きな課題として残る。SO２ の排出量を見ると、最大の石炭需
要家である電力部門からの排出量が圧倒的に多く、全体の５０％を超えている。CO２ 排出量
についても同様の傾向があり、電力部門からの排出量は３０．０％に達している６。石炭消費に
よる環境問題は益々注目され、石炭の取り扱いは中国にとって、エネルギーの問題だけで
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図３　中国における石炭生産と消費の推移　単位：万トン（標準炭換算）
出所：『中国統計年鑑』各版により作成
なく環境問題として大きな課題になる。エネルギーの転換や省エネルギー意識の確立がエ
ネルギー消費の減量だけでなく、環境保護の見地からも大きな意味がある。
　２ ．エネルギー需給関係の再構築
（１）未来エネルギーへの架け橋としての天然ガス
　産業革命以後、石炭や石油などの化石燃料の大量消費によって地球環境を大きく破壊し
てきた。自然の修復力が間に合わないのではないかと心配されるところである。温暖化を
含む地球環境問題を解決することは、２１世紀の人類にとって、一つの残された課題である。
この大課題を解決するために、これからのエネルギーシステムは、十分なエネルギー量と
効率を持つと同時に優れた環境性を持つものでなければならない。２１世紀は究極的に「自
然エネルギーと水素」の時代に到達すべきものと考えられるが、「水素時代」への移行に
は数十年が必要であろう７。また、太陽光発電、風力発電など新エネルギーは経済性の面で
の制約がある。水素を多く含む天然ガス（特にメタン、CH４ ）を水素時代への過渡的な燃
料として期待されている８。その原因としては、第一はエネルギー源として十分な量が存在
する、第二は環境性に優れている、そして未来の持続可能なエネルギーシステムへの架け
橋となることができる。
　天然ガスの世界的な確認可採埋蔵量は２００２年末で１５６兆立米があり、天然ガスは石油ほ
ど偏在しておらず、旧ソ連に３９％、中東に３６％、アジア・太平洋に８％、北米に５％と
なっている９。世界全体の天然ガス可採年数（確認埋蔵量／生産量）は６５年であり、石油の
４１年と比較し１．６倍長くなっている（石炭は１５５年）。また、天然ガスは石油に比べて、探査
熟成度が低いため、未発見埋蔵量が多いものと考えられる。さらに、後述するように非在
来型天然ガスへの期待も大きく、安定供給が期待される。
　２０世紀の後半、石炭が石油にエネルギーの主役を譲ったのは、供給力が不足したからで
はなく大気汚染などの環境面を含む総合的な社会的経済的価値評価によるものである。２１
世紀では、温暖化ガスの放出量が重要な評価基準となっている。炭酸ガスの放出量は、炭
素含有量に比例する。各燃料の炭素対水素比を比べると、木材１０対１から石炭１対１、石
油１対２、天然ガス１対４へと環境性が向上する方向に進んできたことが分かる。メタン
より炭素比率が少ない炭化水素資源はないから、天然ガスは環境上からも究極のクリーン
エネルギー資源と考えられる。また、燃料電池の主要な燃料である水素の供給源として、
経済的にも、そして技術的にも、最も現実的で実用的であるとされるのが、天然ガスから
の改質である１０。水素エネルギー社会は天然ガスが支えるといえる。
（２）非在来型エネルギー資源である炭層ガス
　現在、使われているエネルギー資源（在来型エネルギー資源）は主に石油、天然ガス、
石炭である。それ以外にも「非在来型エネルギー資源」と呼ばれる資源が大量に存在して
いる。非在来型エネルギー資源のタイプとしては、石油ではオイルサンド、及びオイル
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シェールがあり、天然ガスでは炭層ガス（コールベッドメタン）、メタンハイドレート、
タイトサンドガス、シェールガス、ジオプレッシャードガス、深層天然ガスなどが非在来
型に分類される。これまで採掘方法が実用化されておらず、採算性も極めてわるい非在来
型資源は、近年採掘技術・回収技術の進歩を受けて、商用化・実用化へ向けてのトライア
ルが活発してきた。これらが注目されるようになったのは、米国の影響が大きい。米国政
府は開発を促進させるため、１９８０年に代非在来型の石油・天然ガスなどに対する税制上の
優遇措置をとった１１。米国における天然ガスの内、炭層ガス、タイトサンドガス及びガス
シェールなどの非在来型資源はDOE（米国エネルギー省）のAnnual Energy Outlook ２００３
によれば、生産量の３０％を超えるまでに至っている。その内炭層ガスは天然ガス生産全体
において、約８．５％の生産シェアを占めており、技術的な成熟が進んできた。炭層ガスは将
来的に米国の以外の石炭多生産国でも有望な天然ガス資源と考えられている。一方、非在来
型石油のオイルサンドについては、自然に恵まれたカナダで商業生産が行なわれている１２。
　中国は世界最大の石炭産出国であり、炭鉱から排出・生産炭層ガスの量は膨大である。
世界銀行による試算例によれば、中国における石炭１トンあたりの環境負荷は少なくとも
$US２４である。これは石炭を１トン消費することによる環境へのダメージが $US２４である
と同時に、逆に石炭１トンを天然ガスへ転換すると社会としては $２４に相当するダメージ
を防げることを意味する１３。
（３）一石多鳥の炭層ガスの開発
　炭層ガスの回収は、大きく二つに分けられる。①地下の炭層に付着している炭層ガスを
地表から回収する方法、②石炭採掘に伴って湧出するガスを地上あるいは坑内で回収する
方法。近年、温暖化対策の一環として、CO２ の地中貯留方法の一つとして、CO２ の炭層固
定が注目されている１４。石炭層に注入されたCO２ は、石炭の表面に吸着し、同時にCH４ が
脱着する。これは、温暖化対策とエネルギー対策を同時に行える。炭層からメタンを採取
することは、炭田爆発事故の可能性を減少させると同時に、炭田から大気中に放出される
温暖化「メタンガス」を減少させる。
　米国Sun Juan盆地のBurlington石炭鉱床では、世界初のCO２ 地中貯留による炭層ガス
回収のパイロットテストが行われ、炭層ガスの生産量を増産させ、経済的にも成立すると
結論づけられている。また、カナダのアルバータ州でも、米国エネルギー省と共同で、燃
焼排ガスを用いた CO２ -ECBMRの実証試験を行っている。この試験は、CO２ を分離する
ことなしに燃焼排ガスを直接注入する点に特徴がある１５。中国は、カナダ国際開発局との
間で炭層ガスの技術開発・CO２ 地層隔離事業に関する共同事業を行っている。一方、中国
では火力発電所から排出する年間約４０万トンの排ガスがある。燃焼排出ガスからのCO２ を
地下に貯留する事業によって、大気への排出を抑制することが期待される。
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　３ ．中国における天然ガスの位置づけ
（１）在来型天然ガス資源量と天然ガス消費
　中国の天然ガスの開発は、遅れていた。１９９０年代から生産量が増加してきた。１９９５年の
生産量は１７９．５億立米であったが、２０００年には２７７．３億立米、２００４年４７９．３億立米に達した１６。
中国の天然ガス資源は主に西部地域に集中しており、全国の陸上天然ガス資源の約５９％に
あたる２２兆４，０００億立米の天然ガスが埋蔵されている。近年の中国の天然ガス生産量は、
石油生産に随伴するガスを除けば、主にこの地域に集中している。
　中国の天然ガス消費は、まだ一次エネルギー消費の２．９％を占めるにすぎない。世界平
均の約２５％を大きく下回る。その主な原因としては中国の天然ガスの開発は、遅れていた。
今後、エネルギーセキュリティ面、環境面などという観点から、エネルギー供給に占める
天然ガスのシェアを大幅に引き上げることを目標に西気東輸などの施策を進めており１７、
今後の消費の増加が見込まれる。その一方、中国の在来型天然ガス資源は限られており、
天然ガス需要が国内供給能力を超えるのは時間の問題と予想されている１８。
　非在来型エネルギーである炭層ガスの開発と利用は、ますます重要となる。炭層ガスは、
現地でガスのままで発電燃料として利用されることが一般である。メタンを濃縮して、液
体燃料化DME１９として近年注目されている。石炭情報研究院炭層ガス情報センターによれ
ば、２００５年、中国ガス発電の総出力が既に９万KWを達した。また、山西晋城煤業グルー
プの建設中の炭層ガス発電所の予定出力が単機１２万 KW、世界での最大の炭層ガス発電所
である。現在、中国炭層ガス発電設備は主に大中型ガスタービン、内燃機関と小型ガスター
ビンである。ガスタービン技術に基づき、火力発電連合生産を発展させ、もし既に火力発
電所があれば、改造後石炭と炭層ガスを燃料として発電できる。DMEに関する研究は、
２００６年日中省エネ・新エネセミナーによれば、中国も活発している。
（２）炭層ガス開発の動向
　炭層ガスは、炭層中に吸着されるか或いは石炭の微細な隙間や割れ目に取り込まれる形
で貯蓄されている。炭層へのガス吸着量は、亜炭、歴青炭、無煙炭と、石炭化度が進むほ
ど増える傾向がある。炭層ガスの埋蔵量は、これらの石炭の埋蔵量に比例して存在すると
考えられる。炭層ガスが豊富かどうかは、石炭層の厚さと石炭の品質の２つを主要なパラ
メータとして評価される。商業化に際しては、豊富な炭層ガス資源量の存在と高い流動性
が、商業価値の高さを示す。表４は、世界の国別炭層ガス資源量の予測値である。ロシア、
中国、オーストラリアなどにも多くの炭田があり、大量の炭層ガスの存在が期待される。
また、ロシアと中国の炭層ガスについては、開発が進展すれば、日本への輸出の可能性も
でてくる。
　中国における炭層ガスの特徴は以下である。１）浅層（２，０００メートル以浅）にある炭
層ガスの埋蔵量は３５兆立米に及び、在来型天然ガスの３８兆立米に匹敵する。２）在来型天
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然ガス資源の約８０％は中西部に集中している。２００２年に発表された開発条件がよいものは、
中国全土では１４．３兆立米となっている。この資源量は、深度２，０００メートル以浅、ガス埋蔵
量４立米／トン以上を対象としたものである。中国では４立米／トン以下のガス埋蔵量の
炭層は炭層ガスの経済的開発の対象外とされている。さらに、この数値の内容をさらに詳
しく見ると、ガス埋蔵量８立米／トン以上が１２．４兆立米、ガス埋蔵量４～８立米／トンが
１．９兆立米、深度１，５００メートル以浅が９．３兆立米、深度１，５００～２，０００メートルが５．１兆立米
となっている。地域的には、中国北部に集中しており、華南地域と華北地域で全体の９０％
を占めている２０。
　中国における炭層ガスの開発は、１９９０年代に工業的探査段階に入り、地表からのボーリ
ング本数は、１９９６年には４４本、２００１年には２１０本に達した。主な開発機構は、中聯煤層気公
司（中国聯合 CBM公司：CUCBM）、国土資源部、CNPC（PetroChina、中国石油天然ガ
ス集団公司）である。２００３年上半期までに CUCBMと外国企業が締結した１９件の契約は、
鉱区の総面積が３万２，０００ km２ を超え、究極原始埋蔵量は３兆４，０００億立米、利用外資は
９，０００万ドルに達している。
　山西省沁水炭田は、近年に行われた炭層ガスの開発の実例である。中国聯合 CBM公司
が実施した３年余に及ぶ探査活動の結果、沁水炭田において最初の炭層ガスの確認埋蔵量
が中央政府による評価で承認された。将来の年間生産量は１０億立米で、可採年数は２０年で
ある。また、沁水炭田南部の潘床坑井群は、２００２年３月１５日からカナダの企業と共同開発
することを協議した。中聯公司は沁水盆地南部に２０余りの炭層メタンガス坑井を試錘済み
で、そのうち、１０のガス坑井で既に炭層メタンガス資源の先進的開発テストのためのボー
リングを行った。これらのボーリング済みガス坑井は当該プロジェクトの実施に向けて具
体的な物質的条件を提供しており、また、当該プロジェクトの実施は沁水盆地南部の炭層
メガス探査開発の歩調を速め、早期に中国の炭層ガス探査開発モデル地区となることに役
立つ。沁水炭田の平均産出量は１坑井当たり５００～４，０００立米／日、最大産出量は１６，０００立
米／日に上った。沁水炭田での２００４年までの累積生産量は約１，０００万立米に達した２１。今後、
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表４　主な国の炭層ガス資源量の予測値　　単位：兆立米
資　源　量国
１７～１１０ロ　　シ　　ア
３０～４５中　　　　　国
１１米　　　　　国
６～７６カ　　ナ　　ダ
８～１４オーストラリア
３ド　　イ　　ツ
出所：『エネルギー便覧』Ｐ２１１
９０９本、年間に６．９億立米に達する計画がある２２。
　石炭生産量、炭鉱採掘深度の増加に伴い、中国炭鉱通風ガスの排気も絶えず増加してい
る。石炭情報研究院炭層ガス情報センターの保守的な予測によれば、２００４年の中国炭鉱通
風ガス排気量が１４０億立米に達した。炭鉱通風ガスを回収すれば、炭層ガスの利用量は増
える。また、炭層ガスパイプシステムは将来水素時代にも使える可能性がある。
　４ ．国の政策にかかわる課題
（１）税制インセンティブの課題
　米国では、１９９０年に非在来型資源（炭層ガスを含む）の生産に係る税額控除が適用され、
炭層ガスの生産を増大させる特効薬となった。１９８０年制定の WPT（たなぼた税）により、
１９８０年～１９９０年末までに掘削された坑井からの生産物を対象として（後に１９９１年末まで延
期）、１９９０－２００２年までの生産収入に対して実質的に千フィート当たり１ドル程度が税額控
除措置を受けた。税額控除適用企業の米国のガス生産量は１９９０年代を通じて３割近く増加
しており、ガス生産比率も増大しているのに対し、非適用企業（炭層ガスを生産していな
い企業）のガス生産量は同期間に１４％減少し、ガス比率も伸びていない。米国ガス供給全
体を見ても、税制インセンティブによって炭層ガス生産が促され、それが米国ガス化の一
端を担っていることがわかる。
　中国では、炭層ガスに関する優遇税制を制定した。石炭ガス事業を石炭炭鉱調査企業に
対し、２０２０年までに探鉱料金と採鉱使用料金を減免の申し込むことができる。石炭生産企
業に対し、①中国と外国の協力企業に石炭層からの生産物に５％の増値税税率を徴収する
（一般企業は１７％の増値税税率を徴収する）。②他の企業に１３％の増値税税率を徴収し、
８％を返還する。③探鉱用及び生産用の物資に輸入関税と輸入調節税を免除する。豊富な
石炭資源を有する中国が、エネルギー需要増加分を非在来型エネルギー資源である炭層ガ
スで賄えるかどうかは重要である。天然ガス関連企業への優遇税制の実施により、中国の
天然ガス事業は、大きく促進されるものと期待される。
（２）エネルギー政策
　世界的にエネルギー需給の問題を検討する際に、二つの大きな流れを考えられる。一つ
の流れは、１９７０年代に二度にわたって生じた石油危機を契機として生まれた考え方で、エ
ネルギーの安定供給に対する不安を最大の懸念材料とする問題設定の仕方である。北東ア
ジア地域において、特に中国、日本は、増大するエネルギー需要をまかなえるだけのエネ
ルギー供給量を、どのようにして確保できるかが大きな課題とされており、安定供給とい
う課題は現在でも強く意識されている。エネルギー政策の議論はなおその安定供給に主眼
を置いている。もう一つの流れは、１９８０年代後半から顕著となった欧米諸国を中心とする、
エネルギー問題を市場メカニズムに全面的に任せようとする考え方である。これら諸国で
は、エネルギー需要の増加が一段落しあるいは飽和し、エネルギー効率の向上やエネルギー
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供給における過剰な供給能力の淘汰のための競争条件の整備に着目してエネルギー経済の
議論を展開されている。
　中国は、国際エネルギー市場を巡る情勢変化の下、国内のエネルギー資源を積極的に開
発すると同時に、海外での探鉱開発を進めることを石油安定確保の重要な対策と位置付け、
石油外交を活発に展開している。油権益獲得のために巨額の政府借款を提供する等、政府
の全面的なバックアップを背景に海外石油開発に取り組んでいる。また、省エネルギーに
ついては、２００６年３月の第１１次五カ年計画において、２０１０年までにエネルギー単位使用量
を２０％前後改善するという具体的数値を盛込んだ。
　一方、世界有数の資源保有国であるロシアは、その豊富な石油・天然ガスの輸出拠点化
を目指し、パイプライン等の流通インフラの整備を検討する等供給能力拡大に向けた動き
を活発化させている。２００５年には外国資本の鉱区への投資の制約等に係る地下資源法を改
正し、また、国営エネルギー企業を中心とした石油・ガス業界の再編を進めるなど、エネ
ルギー産業への関与を強めている。日本は、アジア域内において各国と連携してエネルギー
問題の解決に取り組むとともに、中東諸国やロシア等の資源供給国に対する協力や投資交
流の促進など多面的な関係強化を推進し、資源外交を展開している。
　５ ．国際エネルギー市場における地政学の変容
　これまで石油危機は、基本的に中東の政治危機という国際石油市場の外的要因によって
引き起こされるというのが、石油専門家の間でも世間一般でも常識であった。２００４年半ば
からの石油価格高騰は、中東などでの大規模な石油供給遮断によって引き起こされたわけ
ではなく、２年以上の時間をかけてゆっくり高騰した。その原因の説明が、OPECの余剰
生産能力の縮小であったり、中国の需要急増による需給逼迫懸念であったり、北米の精製
能力の不足であったり、米国の石油製品に対する環境規制であったり、はたまたハリケー
ン被害であったり、厳冬の到来であったり、投機資金の流入であったり、イランの核問題
懸念であったり、OPECの減産であったり、と、広範な論者によって論じた。石油の消費
量は、４０年間があるのに、なぜこのようなことが起こったか。今回の石油価格の高騰は、
「中東発」と異なる、新たなタイプの、いわば「マンハッタン発」の石油危機が構造的に
発生したことと考える。言い換えると、石油市場が完全に金融市場にのみ込まれてしまう
という構造的な変化、パラダイムシフトからきている。新しい石油経済学が生まれ、石油
地政学は変容した。
　この新しい石油経済学は、国際石油資本（石油メジャー）、WTI価格及びWTI先物市場、
石油地政学、国際金融、国際関係などと深く関係がある。２００２年現在、ロシアの石油生産
量は、世界第二位である。世界の石油世界の石油供給中心地は、数十年間後中東からシベ
リアへ移動する予測できる。そうすると、北東アジア地域における国際関係が大きく変容
することになるだろう。
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お　わ　り　に
　本稿を通じて明らかになったのは、およそ以下の三点でまとめることができる。
　１ ．中国のエネルギー消費量は、世界二位になっている。この膨大なエネルギー消費量
は、世界のエネルギー競争を激化させる要因の一つと思われるが、以下の点を考慮しなけ
ればならない。先進国と比べて、中国の一人当たりのエネルギー消費量はまだ低く見られ
る。もし、中国のそれが先進国の水準に近づいたら、世界エネルギー市場の競争がさらに
激しくすると予測できるが、その予測が低いと思われる。というと、中国のエネルギー輸
入割合がまだ１０％未満である。近年、新しい油田などが続々と発見され、輸入依存度が低
下する可能性も残っている。また、中国のエネルギー消耗率（Wear-out rate）が高いので、
省エネルギー策や循環経済を実施する余地も多いと言える。さらに、今後１０年間で化石燃
料以外の一次エネルギー生産量の割合を７％から１５％へ引き上げるエネルギー政策案もあ
る。したがって、これまで、中国のエネルギー問題について、多大評価したかと考えられ
る。
　２ ．中国のエネルギー需要は、現在の産業構造によって決定される。沿岸部では、産業
構造の高度化が進んでいるが、「西部大開発」や「北東振興策」の実行によって、近年、
全国ではぺティニクラークの法則に反して第二次産業の構成が上がってきている。したがっ
て、内陸部の産業構造高度化までエネルギー重要の増大をどう控えることも重要な課題と
なる。
　３ ．世界の石油供給中心地は、数十年間後中東からシベリアへ移動する予測できる。そ
うすると、北東アジア地域における国際関係が大きく変容することになるだろう。この場
合は、中国の対策を検討する必要がある。
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